
○○○（無料低額宿泊所）重要事項説明書【作成例】
１　設置者の概要
	法人等の名称
	（ふりがな）

	
	

	主たる事務所の所在地
	〒　　　－

	代表者
	職　名
	
	氏　名
	

	電話番号
	

	設立年月日
	昭和 ・ 平成 ・ 令和　　 
年
 　月　 　　日


２　利用施設の概要
	施設の名称
	（ふりがな）

	
	

	施設の所在地
	

	施設長
	施設長の氏名
	

	
	連絡先
（緊急時連絡先）
	電話番号
	

	
	
	緊急時電話番号
	

	利用定員
	

	開設年月日
	平成 ・ 令和　　 
年
 　月　 　　日

	建物の竣工日
	昭和　・　平成　　　　　　年　　　　月　　　 日

	構造
	　　　　　造　　　　　階建

	敷地面積
	　　　　　　　　　　　㎡

	総床面積
	　　　　　　　　　　　㎡

	当該事業に使用する設備の有無
（有する設備に☑）
	□居室　□炊事設備　□洗面所　
□便所　□浴室　□洗濯室又は洗濯場　　□共用室　□相談室　
□食堂　□その他（　　　　　　　　　　　）

	消防用設備等
	消火器
	１
あり
２
なし

	
	自動火災報知設備
	１
あり
２
なし

	
	火災通報設備
	１
あり
２
なし

	
	スプリンクラー
	１
あり
２
なし

	
	防火管理者
	１
あり
２
なし

	
	防災計画
	１
あり
２
なし


３　居室の概要
	居室区分
	１　全室個室

	
	２　相部屋あり

	
	
	最小
	人部屋

	
	
	最大
	人部屋

	
	トイレ
	浴室
	面積
	室数

	タイプ１
	有　／　無
	有　／　無
	㎡
	

	タイプ２
	有　／　無
	有　／　無
	㎡
	

	タイプ３
	有　／　無
	有　／　無
	㎡
	

	タイプ４
	有　／　無
	有　／　無
	㎡
	

	タイプ５
	有　／　無
	有　／　無
	㎡
	


４　事業の目的と運営の方針
	事業の目的
	

	施設運営の方針
	


５　施設の職員体制
	職種
	職員数
	勤務体制
	勤務日時

	
	
	
	勤務日
	勤務時間

	施設長（管理者）
	１名 
	常勤 ／ 非常勤
	曜日～　　曜日
	時　 分～　 時　 分

	支援員
	名 
	常勤 ／ 非常勤
	曜日～　　曜日
	時　 分～　 時　 分

	調理員
	名 
	常勤 ／ 非常勤
	曜日～　　曜日
	時　 分～　 時　 分

	その他
	名 
	常勤 ／ 非常勤
	曜日～　　曜日
	時　 分～　 時　 分


６　施設サービスの概要
	サービス種類
	内容

	共有施設
	

	入浴
	

	食事
	

	金銭管理
	

	状況把握
	

	相談及び援助
	

	その他
	


７　施設サービスの利用料金
	料金種類
	費用内容
	料金
	希望の有無

	居室使用料
	施設の利用に係る費用
	月額　　　　　円
	－

	共益費
	共用部分の清掃や維持管理に要する費用
	月額　　　　　円
	－

	光熱水費
	居室及び共用部分に係る光熱水費
	月額　　　　　円
	－

	基本サービス費
	状況把握、生活相談等に係る人件費及び事務費用
	月額　　　　　円
	有 ・ 無

	食事費
	 食材料費及び調理員の配置に係る費用
	１食　　　　　円
	有 ・ 無

	日用品費
	共用の物品購入費用
	月額　　　　　円
	有 ・ 無

	その他
	
	円
	有 ・ 無



　※　サービスの利用に関する変更を希望する場合には、○日までに申し出ること。
　※　月の途中での利用開始又は終了の場合、開始時には、利用開始日から月末までの日数により、終了時に
は、月初から終了（退所）日までの日数により各種利用料の計算を行い、請求又は精算を行う。

８　施設サービスの利用料金の算定根拠
	料金種類
	算定根拠

	共益費
	

	光熱水費
	

	基本サービス費
	

	食事費
	

	日用品費
	

	その他
	


９　利用料の支払い方法
当月○日までに、事業者へ○○○の方法で支払うこと。

ただし、居室使用料については、福祉事務所が住宅扶助費を代理納付する場合は除く。
10　居室及び施設サービスの利用に当たっての留意事項
（１）火器の取扱いに注意すること。

（２）けんか、口論、中傷その他、他人の迷惑となるような行為をしないこと。

（３）酒に酩酊し、入居者や職員等に迷惑をかけるような著しく粗野又は乱暴な言動をしないこと。

（４）居室等の修理又は造作模様替えや外部の福祉サービス等の利用を希望する際には予め協議すること。

（５）施設長が行う事業所の管理上必要な指示に従うこと。
（６）その他、別紙「生活のしおり」を参照。
11　苦情・事故等に関する体制
	相談窓口
	

	電話番号
	

	対応時 間
	平日
	

	
	土曜
	

	
	日曜・祝日
	


12　契約の解約
（１）利用者からの解約
・利用者は、事業者に対して、○日前までに申し出ることにより、本契約を解約することができる
　こととする。
・利用者は、事業者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しく
は構成員を含む。）が栃木県暴力団排除条例（平成22年栃木県条例第30号）第2条第2号に規定
する暴力団、同条第3号に規定する暴力団員又は同条第4号に規定する暴力団関係者と判明した場
合、直ちに解約することができることとする。
（２）事業者からの解約

　　・事業者は利用契約書の規定に基づき、以下の場合には本契約を解約することができることとする。
①利用者の行動が他の利用者の生命、身体又は財産に危害を及ぼす恐れがあり、かつ通常の生活支
援方法では、これを防止することができず、本契約を将来にわたって継続することが社会通念上
著しく困難であると考えられる場合

②利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用料を３か月以上滞納した場合において利用者
に対し、相当の期間を定めてもなお期間内に滞納額の全額の支払がない場合
③利用者が栃木県暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴
力団関係者と判明した場合
※　この重要事項説明書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいいます。

①暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

②暴力団員を雇用している者

③暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

④暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

説明年月日　　　　令和　　　　年　　　　月　　　　日
利用者に対して、宿泊所利用契約書及び宿泊所重要事項説明書に基づいて、重要な事項を説明しました。
事業者所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
説明者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
私は上記事業者から、利用契約書及び本重要事項説明書に基づいて、重要な事項の説明を受けました。

利用者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

